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序章 はじめに 

 

１ 計画の背景と目的 

 

平成 18 年に現在の足立区住宅マスタープランが策定され 10 年が経過した。この間、

東日本大震災の発生や国全体での人口減少社会への転換など、様々な社会情勢や住宅政

策を取り巻く制度等が変化している。 

こうした中、足立区基本構想及び基本計画の改定を受け、平成 28 年 3 月 1 日の足立区

住宅政策審議会において、足立区長より同審議会に対して、「新たな足立区住宅マスター

プランについて」諮問が行われ、その後、同審議会での検討を経て、平成 29 年 3 月 27

日、区長への答申が行われた（予定）。 

この答申を受け、国や都の住宅政策などとの整合を図り、区民の住生活の安定の確保と

向上の促進に関する基本的な計画として、足立区住宅マスタープランを見直し、新たに

（仮称）足立区住生活マスタープランを策定する。 

 

２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、足立区基本計画の住宅施策に係る分野別計画であり、足立区住宅基本条例第

6 条に基づく住宅政策の総合的な計画として位置づける。また、東京都住宅マスタープラ

ンとの整合を図るとともに、区の関連計画とも連携・整合を図ることが求められている。 

■位置づけ 

 

  

（仮
称
）住
生
活
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

防
災
ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画 

地
区
環
境
整
備
計
画 

緑
の
基
本
計
画 

景
観
計
画 

総
合
交
通
計
画 

整合 

都市計画マスタープラン【策定中】 

基本計画【策定中】 

地
域
保
健
福
祉
計
画 

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画 

そ
の
他
分
野
別
計
画 

基本構想 住生活基本計画（全国計画） 

即して作成 

東京都住宅マスタープラン 

足立区 国 

東京都 

整合 



- 2 - 

 

 

３ 計画期間 

 

本計画は、30 年後を見据えた 10 年間の計画として、計画期間を平成 29 年度から平成

38 年度までとする。ただし、社会情勢の変化などにより適宜見直しを行うこととする。 
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第 1章 住生活における現況と課題 

 

１ コミュニティの充実と住みたい・住み続けたい区民の定着の視点 

 

足立区は、平成 27 年の高齢化

率が特別区部で 2 番目に高く、

生産年齢人口が特別区部で最も

低いなど人口構造に偏りが生じ

ている。今後は人口減少の一方で、

少子・超高齢社会がさらに進展し、

特に 75歳以上の後期高齢者人口

については一貫して増加すると

予想されている。 

人口増減の大きな要因である

転入・転出の状況をみると、近隣

の特別区部に対しては転入超過

となっている一方、鉄道沿線の後

背市町村に対しては転出超過と

なっており、単身世帯や親子世帯

においては、区内への定住意向が

低くなっている。 

一方、区内においては平成 15

年からの 10 年間で、分譲マンシ

ョンが約 3 万戸、民営借家が約 2

万戸、一戸建てが約 6 千戸増加

し、住宅の面積についてもファミ

リー向けの比較的規模の大きな

住宅の増加がみられる。これら良

質な住宅の新規供給やこれまで

に供給されてきた既存ストック

を活用することにより、若年世帯

の定着・定住や近居などによる多

世代居住を推進し、多様なライフ

スタイルの人々が、足立区に魅力

を感じて住まうことのできる居

住環境を実現する必要がある。  
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■足立区の年齢別人口割合の推移 

資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 23 年以降は特別区の統計 

■足立区の転入・転出超過者数 

資料：住民基本台帳人口移動報告（平成 26 年） 
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２ 暮らしの安全・安心に関する視点 

 

住宅の耐震化・不燃化に対する

取組みや、ビューティフル・ウィ

ンドウズ運動・足立区防犯設計タ

ウン認定制度などに取組み、防災

や防犯に対する区民の意識も高

くなっている一方、千住地域を中

心に災害危険度が高いと判定さ

れた地域が依然として存在して

いる。 

そのため、防災と防犯の取組み

を周知・継続し、区民の取組みを

活かした居住環境の向上や、空き

家を含めた建物の適正管理を促

す取り組みが求められている。 

また、85 歳以上の人口は平成

37 年に約 3 万 5 千人に達する見

込みであり、生活保護世帯数が特

別区部で最も多くなっているこ

とから、高齢者等に対応した住宅

セーフティネットを構築する必

要がある。 

地域コミュニティにおいても、

孤立ゼロプロジェクトを推進す

る一方で、町会・自治会加入率が

減少しており、地域包括ケアシス

テムと連携した取組みにより、住

み慣れた地域で互いに支えあい

ながら、安全安心に暮らすことの

できる環境づくりが求められる。 

 

  

資料：東京都 地震に関する地域危険度測定調査（第 7 回）(平成 25 年 9 月公表) 

■足立区の総合危険度 
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３ 住宅・住宅地としての魅力づくりの視点 

 

足立区の居住環境の特性とし

て、住宅の規模が大きく、公園や

自然が多いことが挙げられ、近年

はつくばエクスプレスや日暮里・

舎人ライナーの開通等により交

通利便性も向上している。また、

大学誘致、医療施設移転等による

まちの活性化やエリアデザイン

計画によるまちづくりの推進に

より、足立区に住まう新たな魅力

の創造が期待できる。そのため、

こうした住宅地としての魅力を

区民自らが発見し、行政とともに

区内外に発信していくことが求

められる。 

一方、住宅数が増加する中で、

環境整備基準を遵守しないワン

ルームマンションの供給が増加

しており、築 30 年を経過化した

木造賃貸住宅の更新が進んでい

ない状況や、修繕計画がないなど

分譲マンションの管理組合が機

能していない状況もみられる。そ

のため、質の高い住宅供給を誘導

するとともに、適切な維持管理に

より住まいの質を向上させ、将来

につながる魅力ある住まいづく

りを促進する必要がある。 
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資料：足立区 住まいに関するアンケート調査（平成 27 年度） 
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４ 公共住宅ストックの役割に関する視点 

 

足立区の公共住宅ストックは、

建て替え等に伴い戸数が減少し、

偏在がやや緩和されたものの、住

宅総数に占める割合は 13.4%と

特別区部で 3 番目に高く、なか

でも都営住宅が 30,773 戸と特別

区部で最多となっている。 

公共住宅の偏在により地域居

住者層に偏りが生じている一方、

これから建て替えが予定される

昭和 40 年代の公共住宅が約

17,000 戸立地していることから、

これらを地域の資源としてとら

え、地域の住環境向上のために活

用する必要がある。 

また、公共住宅が立地する地区

においては高齢化率が上昇し、地

域コミュニティの継続が困難に

なるおそれがあることから、公共

住宅入居者を含む地域居住者の

多世代化が求められる。 
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５ 地域別の現況と課題 

 

区民にとってなじみのある 17 地区の生活圏の単位として、地区の特徴毎に区内を 6 つ

の類型にまとめ、それぞれの現況と課題を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類型 現状 
今後の動向 

・将来像 
課題 

① 
千住 

 

・大規模開発地区と密
集市街地が併存する
複合的な都市 

・70㎡以上のマンショ
ン供給が進み、保育
定員が大きく不足す
る一方、25 ㎡未満の
ワンルームも増加 

・高齢化率が高く、戸
建ての空き家も多い 

○エリアデザイン（千住
エリア） 

・拠点開発（千住大川端、
千住大橋駅周辺） 

・千住一丁目第一種市街
地再開発事業 

・不燃化特区 

・マンションの適切な供
給誘導や単身世帯の増
加に対応したコミュニ
ティ形成が必要 

・住宅の耐震化、不燃化特
区などの防災上の取組
みが必要 

・木造賃貸住宅の更新や
老朽空き家の解消に向
けた対策の継続が必要 

・待機児童の解消 

② 

佐野、保塚、

鹿浜、伊興、

舎人 

・環状七号線以北の住
宅地 

・戸建て率が高く、保
塚、舎人等では 20～
30 代の転入超過と
なっており、子育て
世帯も多い 

・《駅勢圏》六町駅周辺
では 55 ㎡前後の小
規模なファミリー向
けマンションが供給 

・《駅勢圏外》概ね 100
㎡以上の宅地開発が
進む 

○エリアデザイン（六町
エリア） 

○エリアデザイン（竹の
塚エリア） 

・千代田線北綾瀬駅延伸 
・六町駅前区有地活用 
・竹ノ塚駅周辺鉄道高架
化工事 

・竹ノ塚駅西口駅前広場
整備、駅前道路整備 

・獨協大学旧敬和館跡地
等売却事業 

・若年世帯が居住しやす
い居住環境を区外に特
性を発信することが必
要 

・隣居・近居など多世代居
住の推進が必要 
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類型 現状 
今後の動向 

・将来像 
課題 

③ 

新田、東綾

瀬、中川 

・開発により共同住宅
の割合が高く、高齢
化率が低い地域 

・《駅勢圏》綾瀬駅や北
綾瀬駅周辺でマンシ
ョン供給が進み、0～
2 歳児の保育定員が
大きく不足 

○エリアデザイン（綾瀬
エリア） 

・綾瀬駅前子ども家庭支
援センター跡地活用 

・都立中川公園上部利用
計画 

・マンションの適正管理
や居住者間のコミュニ
ティ形成が必要 

・今後のマンション建設
を見据えたワンルーム
マンションの適切な供
給誘導や、保育定員への
対応が必要 

④ 

花畑、竹の

塚 

 

 

 

・公共住宅が数多く立
地 

・持ち家率が低く、高
齢化率が高い 

・花畑では 60 代が転
入超過となる 

 
 

○エリアデザイン（花畑
エリア） 

○エリアデザイン（竹の
塚エリア） 

・花畑エリア大型ショッ
ピングモール開業 

・花畑エリア文教大学進
出 

・竹ノ塚駅周辺鉄道高架
化工事 

・地域居住者の多世代化
が必要 

・公共住宅の建替えに伴
う戦略的な地域づくり・
地域連携が必要 

⑤ 

宮城、江北、

興本 

・古くからの市街地 
・持ち家率が高く、高
齢化率も高い 

・《駅勢圏》江北駅の周
辺では 70 ㎡程度の
ファミリー向けマン
ションが供給 

 

○エリアデザイン（江北
エリア） 

・江北エリア大学病院誘
致 

・JKK 興野町住宅一部
建て替え 

・高齢者が在宅でも住み
続けられるよう地域包
括ケアシステムと連携
した取組みが必要 

・高齢者の住み替えにつ
いての適切な情報提供
が必要 

⑥ 

梅田、中央

本町、西新

井 

・足立区の平均的な市
街地 

・《駅勢圏》西新井駅の
周辺では 70 ㎡程度
のファミリー向けマ
ンションが供給さ
れ、単身向けは少な
い 

○エリアデザイン（西新
井・梅島エリア） 

・西新井駅東西連絡通路
計画 

・西新井駅西口駅前広場
整備 

・不燃化特区 

・隣居・近居など多世代居
住の推進が必要 

・住宅の耐震化、不燃化特
区などの防災上の取組
みが必要 
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第 2章 住生活の目指すべき姿と基本目標 

 

１ 目指すべき姿 

 

多様な人々が互いの役割を果たし、まちを創り動かす「協創力」により、30 年先も住

み継がれていく足立を目指して、ハードとソフトの視点から取り組み、豊かな住生活を実

現していくため、以下を足立区の住生活の目指すべき姿とする。 

 

ともに創り 住み継がれる 

魅力ある地域と豊かな住生活 足立 

 

 

２ 基本目標 

 

（１）住みたい・住み続けたい 足立で多様なライフスタイルを持つひとが活躍する【ひと】 

足立区生まれ・育ちの区民を増やす、若年世帯を呼び込む、三世代近居を推進するなど

により、バランスのとれた人口構造を適切に維持することを目指す。 

また、多様な人々が互いに刺激し高めあう住生活のために、多様なライフスタイルを持

つひとが活躍できる環境づくりを推進する。 

 

（２）地域が見守り支えあい 安全・安心に住まう足立のくらしを磨く【くらし】 

足立の先進的な安全・安心に関するハード面とソフト面の取り組みを、地域の見守りや

支えあいにより一層高める。 

また、住み慣れた地域や住まいで、住民がお互いに支えあうことができる安全・安心な

くらしづくりを推進する。 

 

（３）区民が足立らしい地域の魅力を発見し 誰もが住みやすいまちを育てる【まち】 

区民が自分の住む地域の魅力を発見し、その魅力を行政とともに区内外に発信するこ

とで、誇れるまちをつくる。 

また、環境にやさしい住まいづくりや住まいの適切な維持管理などにより、良質な住宅

ストックの形成を推進する。 
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（４）公共住宅等ストックを資源に 地域に開き連携する足立の新たな活力につなげる【行

財政】 

公営住宅、ＵＲ、ＪＫＫなど公共住宅ストックを地域の資源としてとらえ、公共住宅の

建て替えに伴う創出用地などを地域貢献する場所とし、新たな活力をつくる。 

また、足立区の公共施設等総合管理計画に歩調を合わせ、良好な住宅供給を促進し、バ

ランスのとれた住宅地を形成する。 

 

■目指すべき姿と基本目標 

 

 

 

  

（世

帯） 

住
生
活
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

住みたい・住

み続けたい 

足立で多様な

ライフスタイ

ルを持つひと

が活躍する 

地域が見守り

支えあい  

安全・安心に

住まう足立の

くらしを磨く 

区民が足立ら

しい地域の魅

力を発見し 

誰もが住みや

すいまちを育

てる 

公共住宅等スト

ックを資源に 

地域に開き連携

する足立の新た

な活力につなげ

る 

目
指
す
べ
き
姿 

新
基
本
構
想 

将

来

像 

４

つ

の

視

点 

協創力でつくる 活力にあふれ 進化し続ける ひと・まち 足立 

【ひと】 

多様性を認めあ

い、夢や希望に

挑戦する人 

【くらし】 

人と地域がつな

がる安全安心な

くらし 

【行財政】 

様々な主体の活

躍とまちの成長

を支える行財政 

【まち】 

真に豊かな生活

を実現できる 

魅力あるまち 

ともに創り 住み継がれる  

魅力ある地域と豊かな住生活 足立 

基

本

目

標 
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第 3章 施策の推進 

 

１ 施策体系 

 

基本目標 基本方針 施策の方向 

【ひと】 

住みたい・住み続け

たい 

足立で多様なライ

フスタイルを持つ

ひとが活躍する 

Ａ：望む住宅を見つける・

住み続けられる 

 

1) 若年世帯向けの住宅供給 

2) 拠点開発に伴う多様な住宅供給 

3) 多様な居住ニーズに対応した既存スト

ック活用 

4) 住宅供給の適切な誘導 

Ｂ：多世代が共存するコミ

ュニティの中で暮らす 

1) 多世代居住・交流の実現 

2) 住替えによるバランスのとれたコミュ

ニティ形成 

【くらし】 

地域が見守り支え

あい 

安全・安心に住まう

足立のくらしを磨

く 

Ｃ：地域とともに安全・安

心な住まいを築く 

1) 安全安心の住まいづくり 

2) 住宅地の強靱化 

3) 地域活動を通じた防災・防犯対策 

4) 建物適正管理の推進 

Ｄ：お互いに支えあいなが

ら住み慣れた場所で安

心して暮らす 

1) 住まいのバリアフリー化 

2) 住宅セーフティネットの充実 

3) 福祉施策等との連携 

【まち】 

区民が足立らしい

地域の魅力を発見

し 

誰もが住みやすい

まちを育てる 

Ｅ：地域の魅力を発信し、

まちを成長させる 

1) シティプロモーションの推進 

2) エリアマネジメントの推進 

3) 魅力の創造 

4) 交通・交流でつなぐ拠点づくり 

5) 地域住民による魅力発見 

6) 情報発信・開示の強化 

Ｆ：誰もが質が高く魅力あ

る住まいに暮らす 

1) 環境に配慮した住まいづくり 

2) 既存ストックの流通促進 

3) マンションの総合対策 

【行財政】 

公共住宅等ストッ

クを資源に 

地域に開き連携す

る足立の新たな活

力につなげる 

Ｇ：公共住宅を地域に開

き、まちの活力を支え

る 

1) 公営住宅の偏在解消と集約化 

2) 公共住宅の建て替えに伴う地域連携 

Ｈ：地域コミュニティを活

性化する 

1) ミクストコミュニティやソーシャルミ

ックスの推進 
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○             

基本方針（案） 施策の方向（案） 主な施策の例※1 

Ａ：望む住宅を見つける・住み

続けられる 

Ｃ：地域とともに安全・安心な

住まいを築く 

【ひと】 

住みたい・住み続

けたい 

足立で多様なライ

フスタイルを持つ

ひとが活躍する 

【くらし】 

地域が見守り支え

あい 

安全・安心に住ま

う足立のくらしを

磨く 

【まち】 

区民が足立らし

い地域の魅力を

発見し 

誰もが住みやす

いまちを育てる 

【行財政】 

公共住宅等ストッ

クを資源に 

地域に開き連携す

る足立の新たな活

力につなげる 

基本目標（案） 重点的に展開する地域※2 

○       ○ ○   

○             

○ ○   ○       

        ○     

○       ○     

        ○     

    ○     ○   

○             

○             

○             

○             

  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○             

        ○ ○   

○             

○             

※1 主な施策の例 

  黒字：行政が主体となって実施する施策 青字：民間主体の取り組みを行政が支援する施策 

※2 住宅地の類型化による地域分け 

  ①千住 ②佐野、保塚、鹿浜、伊興、舎人 ③新田、東綾瀬、中川 ④花畑、竹の塚 ⑤宮城、江北、興本 ⑥梅田、中央本町、西新井 

全 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

○ ○   ○ ○     

  ○     ○     
 

  ○     ○     

  ○ ○         

○ ○         ○ 

○             

○ ○           

  ○         ○ 

基本目標１ 

基本目標２
￥２ 

基本目標３
￥２ 

基本目標４
￥２ 

地域包括ｹｱｼｽﾃﾑとの連携、孤立ｾﾞﾛﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進、医療施設等の誘致 

長期優良住宅制度の周知・活用、省エネ機器等助成制度の推進 

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝと連携した住宅の適正立地の検討（ﾜﾝﾙｰﾑﾏﾝｼｮﾝ、サ高住等） 

空き家利活用ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進、DIY 型賃貸借の普及促進 

保育・教育施設と連動した若年世帯向けの質の高い住まいの提供(敷地規模 100 ㎡) 

公営住宅の建て替え更新に合わせた偏在解消と集約化の推進、創出用地の活用 

三世代近居・隣居の推進、地域ｺﾐｭﾆﾃｨの育成（町会・自治会加入促進等） 

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙやﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた住生活ﾓﾃﾞﾙの提示 

高齢者住宅や障がい者住宅等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化、ﾋｰﾄｼｮｯｸ対策 

ｴﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ計画の推進による魅力の向上、住宅地の魅力の向上 

創出用地への大学、医療、集客施設等の誘致 

区民や区内大学等と連携したまち歩きｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ・住宅白書の作成 

防犯設計ﾀｳﾝ認定制度、住宅の耐震化、不燃化の推進 

細街路整備、密集市街地整備事業、無接道住宅の解消 

Ｂ：多世代が共存するコミュ

ニティの中で暮らす 

Ｅ：地域の魅力を発信し、まち

を成長させる 

Ｇ：公共住宅を地域に開き、ま

ちの活力を支える 

Ｄ：お互いに支えあいながら

住み慣れた場所で安心し

て暮らす 

Ｆ：誰もが質が高く魅力ある

住まいに暮らす 

1) 環境に配慮した住まいづくり 

3) マンションの総合対策 

2) 公共住宅の建て替えに伴う地域連携 

1) 

1) 公営住宅の偏在解消と集約化 
 

1) シティプロモーションの推進 

2) エリアマネジメントの推進 

6) 情報発信・開示の強化 

3) 魅力の創造 

5) 地域住民による魅力発見 

2) 既存ストックの流通促進 

4) 住宅供給の適切な誘導 

3) 

3) 福祉施策等との連携 
 

2) 拠点開発に伴う多様な住宅供給 

1) 若年世帯向けの住宅供給 

1) 多世代居住・交流の実現 

2) 

1) 住まいのバリアフリー化 

2) 住宅セーフティネットの充実 

1) 安全安心の住まいづくり 

3) 地域活動を通じた防災・防犯対策 

4) 建物適正管理の推進 

2) 住宅地の強靱化 

Ｈ：地域コミュニティを活性

化する 

4) 交通・交流でつなぐ拠点づくり 
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２ 施策の展開 

 

 基本目標１ 

住みたい・住み続けたい 
足立で多様なライフスタイルを持つひとが活躍する 

 

 基本方針Ａ 望む住宅を見つける・住み続けられる 

若年層やファミリー層が求める住宅供給を中心としながらも、多様な家族構成や年齢

層がバランスよく共存し、新たな居住ニーズにも対応できる幅広い住宅市場を形成する

ことで、豊富な選択肢の中から、自分の望む住宅を容易に見つけ、足立区に住み続けられ

る。 

 

1) 若年世帯向けの住宅供給 

ファミリー層の転入によって保育・教育需要を圧迫することがないよう、立地や周辺

の保育・教育施設等一定の条件を満たす良質な子育て世帯向け住宅の取得に対して支援

を行い、若年世帯がそれぞれのニーズに合った住宅や良好な住環境を確保するための取

り組みを推進する。 

[主な施策の例] 

・保育・教育施設と連動した若年世帯向けの質の高い住まいの提供(敷地規模 100 ㎡)  

 

2) 拠点開発に伴う多様な住宅供給 

大規模な団地の建て替えや住宅市街地総合整備事業（拠点開発型）等に伴う開発の際

に、地域の人口構成に偏りが生じないよう、多様な家族構成や年齢層が居住可能な住宅

供給を誘導する。 

[主な施策の例] 

・大規模団地の建て替えや住宅市街地総合整備事業（拠点開発型）等に伴う多様な住

宅供給の誘導 

 

3) 多様な居住ニーズに対応した既存ストック活用 

シェアハウスなどの多様化する昨今の居住ニーズに対応するため、空き家などの既存

ストックの活用や、借主が自ら修繕を行うことで安価に賃貸できる DIY 型賃貸借の普及

等を促進する。 

[主な施策の例] 

・空き家利活用ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進 

・DIY 型賃貸借の普及促進 
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4) 住宅供給の適切な誘導 

地区によってはワンルームマンションやサービス付き高齢者向け住宅が急増するな

ど、供給される住宅の種類が偏り、地域の人口構成に影響を与える可能性があることか

ら、駅周辺や環状七号線の外側など地区の特性にあわせて、適切な住宅供給を誘導する。 

[主な施策の例] 

・都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝと連携した住宅の適正立地の検討（ﾜﾝﾙｰﾑﾏﾝｼｮﾝ、サ高住等） 

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

区民は、自らの住む地域や住まいの特徴に目を向け、まちの資産を活用した住まいづくりに努め

る。事業者は、様々なライフスタイルのひとが暮らせるまちづくりに配慮した住宅供給に努める。 

【事例】空き家利活用モデルプロジェクト（千住いえまちプロジェクト） 

千住の旧道を中心とした古い

街並みや建物を活用してイベン

トを開催し、その魅力を地域の人

に伝える活動を行っている。 

 

  

image 
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 基本方針Ｂ 多世代が共存するコミュニティの中で暮らす 

多様なライフスタイルを持つ人々がコミュニティを形成しながら共存する環境づく

りを推進することで、多様な人々が互いに刺激し高めあいながら暮らす。 

 

1) 多世代居住・交流の実現 

ミクストコミュニティを見据えた三世代近居の推進や町会・自治会加入の促進等によ

る地域コミュニティの育成により、子供から高齢者までの多世代が地域の中で相互に交

流しながら暮らす多世代居住を推進する。 

[主な施策の例] 

・三世代近居の推進  

・地域ｺﾐｭﾆﾃｨの育成（町会・自治会加入促進等） 

 

2) 住替えによるバランスのとれたコミュニティ形成 

ライフスタイルやライフステージの変化に応じ、区内で適切な住宅に住替えられるよ

う、足立型の住生活モデルを提示することで、バランスのとれた地域コミュニティを形

成する。 

[主な施策の例] 

・ﾗｲﾌｽﾀｲﾙやﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた住生活ﾓﾃﾞﾙの提示 

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

お互いの個性や価値観を認め合い、地域の中でゆるやかにつながり支え合うコミュニティを形成

するため、周辺住民との交流に配慮し、お互いさまの関係を築くよう努める。 

【事例】コミュニティ賃貸住宅（パルコカーサ） 

「地域の絆で子供を見守る賃

貸住宅」をコンセプトに、町会加

入を入居条件とした賃貸住宅で、

子育て世帯を中心としたコミュ

ニティが築かれている。 

 

 

  
引用：平成 27 年 5 月社会資本整備審議会住宅宅地分科会 
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 基本目標２ 

地域が見守り支えあい 
安全・安心に住まう足立のくらしを磨く 

 

 基本方針Ｃ 地域とともに安全・安心な住まいを築く 

防災・防犯に関するハード面とソフト面の取り組みを、地域の見守りや支えあいによ

り一層高め、安全・安心に住み続けられる住まいを築く。 

 

1) 安全安心の住まいづくり 

住宅の耐震化の取り組みを広く促進するとともに、特に区が防災上危険であると判断

した地域における不燃化の推進など、住環境を含めた総合的な防災性の向上を図る。ま

た、犯罪などに対する安全面についても、防犯設計タウン認定制度等を活用し、住宅の

建て方や住まい方などを工夫することで防犯性の向上を図る。 

[主な施策の例] 

・住宅の耐震化 

・不燃化の推進 

・防犯設計ﾀｳﾝ認定制度 

 

2) 住宅地の強靱化 

密集市街地等において、耐火性のある建築物への建て替えや、広場・道路等の整備、

建物の共同化等による空地の確保などを促進し、災害に対する住宅地の強靭化を図る。 

[主な施策の例] 

・細街路整備  

・密集市街地整備事業  

・無接道住宅の解消  

 

3) 地域活動を通じた防災・防犯対策 

地域コミュニティにおける防災・防犯活動の充実や、ビューティフルウィンドウズ運

動の推進など、地域活動を通じて安全・安心の住環境の実現を図る。 

[主な施策の例] 

・自主防災・防犯組織の充実  

・ﾋﾞｭｰﾃｨﾌﾙｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ運動の推進  

・避難先ﾏﾝｼｮﾝ協定の推進  
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4) 建物適正管理の推進 

管理不全な建物に対する適切な指導等を行うとともに、地域や民間事業者等と連携し

た空き家の見守りサービスを検討することで、建物の適正管理を推進し、安全安心な住

宅地の形成を図る。 

[主な施策の例] 

・管理不全建物（老朽家屋・ごみ屋敷）対策の推進  

・地域や民間事業者等と連携した空き家見守りサービスの検討  

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

日ごろから災害や犯罪への備えを進めるとともに、日ごろから周辺住民との交流を図り、災害時

に助け合える地域コミュニティ形成や、地域の人の目が行き届いた住まいづくりに努める。 

【事例】あだち防災プロジェクト 

あだち防災運動会などの防災

学習を通して、災害時に孤立しな

いで助け合える、地域のつながり

づくりを行っている。 

 

  

image 
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 基本方針Ｄ お互いに支えあいながら住み慣れた場所で安心して暮らす 

高齢者や障害者などの生活の支障となる障壁の排除や、地域コミュニティを通じた見

守りや支え合いを実現することで、住み慣れた地域に安心して暮らすことができる。 

 

1) 住まいのバリアフリー化 

既存ストックについて、高齢者や障害者等が安心して暮らせるように、住宅のバリア

フリー化やヒートショック対策等を促進する。 

[主な施策の例] 

・高齢者住宅や障がい者住宅等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化 

・ﾋｰﾄｼｮｯｸ対策 

 

2) 住宅セーフティネットの充実 

低所得者世帯や高齢者世帯など、自力で住宅を確保することが困難な世帯のために、

民間住宅を含めた住宅セーフティネットの充実を図る。公営住宅については、都営住宅

の地元割当の拡充を東京都に要望するとともに、設備等に老朽化がみられるシルバーピ

アについて適切に対応する。 

[主な施策の例] 

・住宅確保要配慮者対策（公共住宅、民間住宅）  

・都営住宅の地元割当の拡充  

・ｼﾙﾊﾞｰﾋﾟｱへの対応  

・情報提供とつなぐ支援  

 

3) 福祉施策等との連携 

医療・福祉・介護が切れ目なくつながり、高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができる地域包括ケアシステムとの連携や、コミュニティにより見守りや支え合

いを行う孤立ゼロプロジェクトの推進により、高齢者等の地域における継続居住を支援

する。 

[主な施策の例] 

・地域包括ｹｱｼｽﾃﾑとの連携  

・孤立ｾﾞﾛﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進  

・医療施設等の誘致 
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協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

高齢者などの生活に対して、日ごろから関心を持って目を向けるとともに、地域の交流を活発化

し、お互いに見守り支え合える関係を築くよう努める。 

【事例】孤立ゼロプロジェクト 

地域の見守りや声かけ活動を

通じて、支援を必要とする方を早

期に発見し、必要なサービスにつ

なぎ、地域活動などへの社会参加

を促している。 

  

image 
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 基本目標３ 

区民が足立らしい地域の魅力を発見し 
誰もが住みやすいまちを育てる 

 

 基本方針Ｅ 地域の魅力を発信し、まちを成長させる 

区民が自分の住む地域に愛着を感じ、その魅力を行政とともに区内外に発信すること

で、まちの魅力を育て、誇れるまちをつくる。 

 

1) シティプロモーションの推進 

特別区部にあって公園や緑・農地が多く残されていることや、これまでに培われてき

た下町風情・歴史・文化、新線開通により向上した交通利便性など、居住環境としての

強みを区内外に発信することで、足立区の住宅地としてのシティプロモーションを推進

する。 

[主な施策の例] 

・公園や緑・農地、下町風情・歴史・文化・教育、交通利便性など住宅地としての強

みを発信  

 

2) エリアマネジメントの推進 

エリアデザイン計画等に基づき、公有地等を活用したまちづくりを進め、足立区の魅

力を向上させるとともに、区民自らがまちづくりに関わることで、自分たちのまちを育

て、住宅地としての魅力を向上させる。 

[主な施策の例] 

・ｴﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ計画の推進による魅力の向上  

・住宅地の魅力の向上  

 

3) 魅力の創造 

公共住宅の再編に伴う、花畑地域への文教大学の誘致や、江北地域への東京女子医大

の誘致などを、創出用地を活用して、足立に住まう新たな魅力を創造する。 

[主な施策の例] 

・創出用地への大学、医療、集客施設等の誘致  
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4) 交通・交流でつなぐ拠点づくり 

駅周辺を中心に、歩行者や自転車利用者が安全かつ快適に利用できるよう環境整備を

進め、歩いて暮らせる拠点づくりを推進するとともに、交通不便地帯の解消に向けて公

共交通の利便性の向上を図る。 

[主な施策の例] 

・歩行者・自転車利用者の安全性と快適性の向上 

・ｳｫｰｷﾝｸﾞ等による健康づくり 

・公共交通の利便性の向上 

 

5) 地域住民による魅力発見 

区民や区内大学等と連携してまち歩きガイドブックや住生活白書を作成するなど、区

民自らがまちの魅力を発見し、区内外に発信するための活動を支援する。 

[主な施策の例] 

・区民や区内大学等と連携したまち歩きｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ・住宅白書の作成  

 

6) 情報発信・開示の強化 

区民向けの住宅政策に関する冊子「住まいるインフォメーション」やホームページの

充実、民間事業者との連携等により、区民向けの情報発信・開示の強化を図る。 

[主な施策の例] 

・住まいるｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝやﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞなど区民向け情報の発信・充実  

・民間事業者と連携した情報発信  

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

地域の培ってきた良好な住環境やコミュニティに関心をもち、地域の魅力を見つける活動への参

加や、それを引き継ぎ育てる住まいづくりに努める。 

【事例】がってん地図（柳原まちづくり研究会） 

柳原地区のまちの魅力の継承

と広域的な交流機会の創出を目

指し、地域資源の調査と研究活動

を「がってん地図」にまとめてい

る。 
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 基本方針Ｆ 誰もが質が高く魅力ある住まいに暮らす 

環境にやさしい住まいづくりや既存ストックを含めた住まいの適切な維持管理など

を促進することにより、質が高く魅力ある住まいに暮らす。 

 

1) 環境に配慮した住まいづくり 

長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた長期優良住宅制度の周

知や省エネ機器等に対する助成を推進し、区民や事業者自らの取り組みによる環境に配

慮した住まいづくりを促進する。 

[主な施策の例] 

・長期優良住宅制度の周知・活用  

・省エネ機器等助成制度の推進  

 

2) 既存ストックの流通促進 

住宅市場において既存ストックを含めたすべての住宅が適正に活用される情報基盤

の整備を検討するとともに、相談体制の構築やインスペクション（建物現況調査）の周

知、住宅改修の促進等を図る。 

[主な施策の例] 

・既存住宅の総合相談体制の構築  

・ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝや住宅性能表示制度の周知・活用  

・住宅改修の促進  

 

3) マンションの総合対策 

多数の区分所有者の合意形成を必要とする分譲マンションの維持管理や高経年等で

生じる建て替えや改修など、マンションが抱える様々な問題に対して必要な時期に適切

な情報提供を行い、良好な管理の持続を図る。 

[主な施策の例] 

・維持管理適正化  

・建て替え対策  

・建設及び管理条例の改正  

・高経年ﾏﾝｼｮﾝ対策  

・集合住宅の情報管理  

・相談窓口の充実  

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

環境に配慮した住まいづくりや住まいの維持管理に関心持ち、省エネ機器の設置や適切な時期に

リフォームを行うなど、長期にわたって住み継がれる質の高い住まいづくりに努めます。  
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 基本目標４ 

公共住宅等ストックを資源に 
地域に開き連携する足立の新たな活力につなげる 

 

 基本方針Ｇ 公共住宅を地域に開き、まちの活力を支える 

建え替え時期を迎えた公共住宅を中心に再編を行い、都内における公営住宅の偏在解

消に努めるとともに、まちづくりのための資源として地域の課題解決に有効活用するこ

とで、まちの新たな活力をつくる。 

 

1) 公営住宅の偏在解消と集約化 

公営住宅やＵＲ賃貸住宅など公共住宅団地の建て替え時に、団地や住棟の集約などに

よって公共住宅の偏在解消を図るとともに、生み出された創出用地の有効活用を図る。 

[主な施策の例] 

・公営住宅の建て替え更新に合わせた偏在解消と集約化の推進  

・創出用地の活用  

 

2) 公共住宅の建て替えに伴う地域連携 

公共住宅団地の建て替えにあわせて生み出される創出用地へ、地域に貢献する機能を

誘導など、新たなまちづくりの展開について地域の課題を踏まえた拠点づくりを進める。 

[主な施策の例] 

・大規模団地等の建て替え更新に合わせた地域の拠点づくり  

・都・UR・民間事業者等との連携強化  

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

事業者は、公共団地の建て替えに伴う創出用地の活用にあたって、地域の課題を把握し、その解決

に資する活用によりまちづくりに貢献するよう努める。 

【事例】花畑団地リノベーション（ＵＲ都市再生機構） 

ＵＲ都市再生機構による「花畑

団地リノベーション」では、商業

施設、病院、保育園などの施設整

備が行われている。大学も誘致さ

れる予定で、地域が大きく変わる

きっかけとなっている。 
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 基本方針Ｈ 地域コミュニティを活性化する 

公共住宅団地の再生や、ミクストコミュニティを見据えた若年世帯・子育て世帯の入

居、期限付き入居の機会を創出・拡大していくなどの取り組みにより、公共住宅団地を

含めた地域コミュニティを活性化する。 

 

1) ミクストコミュニティやソーシャルミックスの推進 

公共住宅の建て替え及び建て替えに伴う創出用地に民間事業者による住宅供給を誘

導するとともに、子育て世帯の期限付き入居等公共住宅の入居基準の見直しを図り、子

供から高齢者までバランスの良いコミュニティを形成する。その際、東京都や UR 都市

再生機構などの関連機関に積極的に提案し、働きかけを行う。 

[主な施策の例] 

・公共住宅の建て替え（型別供給等）  

・入居基準の見直し（子育て世帯の期限付き入居等）  

・創出用地等の活用  

 

 

協創による取り組みのため、区民・事業者等に期待される役割 

公共住宅団地を含めた地域内でコミュニティを形成するため、周辺住民との交流に配慮し、地域

活動の活性化に努める。 

【事例】ＵＲ団地のミクストコミュニティ 

区内のＵＲ団地では、子育て世

帯や若い単身者や新婚世帯など

を対象とした家賃割引制度を導

入して、団地内のミクストコミュ

ニティの推進に役立つ取り組み

を行っている。 
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３ 足立型住生活モデル 

 

住宅や暮らしに対する意識はますます多様化していることから、目指すべき姿・基本目

標に基づく施策の展開により、今後足立区でイメージされる住生活のモデルを、ライフス

テージ別に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ファミリー世帯（一戸建） 

子どもの誕生を機に、舎人地域にゆとりある一戸建てを購入する。 

日暮里・舎人ライナーで都心に通勤し、休日は自然豊かな舎人公園で子どもと遊ぶ。 

 

◆施策の方向 

・若年世帯向けの住宅供給 

・多世代居住の実現 

・エリアマネジメントの推進 

・環境に配慮した住まいづくり  

  

 

大学生 

ﾌｧﾐﾘｰ 

 

高齢者 

夫婦 

 

三世代 

三世代 
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（２）共働き夫婦（分譲マンション） 

結婚を機に東綾瀬地域の分譲マンションを購入。千代田線で都心に通勤し、共に働きな

がら、新婚生活を始める。 

 

◆施策の方向 

・住宅供給の適正な誘導 

・エリアマネジメントの推進 

・マンションの総合対策 

 

（３）三世代近居（徒歩圏の一戸建） 

長年、江北地域に暮らし、孫の誕生を機に子ども世帯を呼び寄せ近居を始める。お互い

にに支えあう安心居住。近所には医療拠点もでき、万が一の時でも安心して生活できる。 

 

◆施策の方向 

・多世代居住の実現 

・住まいのバリアフリー化 

・福祉施策との連携 

・エリアマネジメントの推進 

・魅力の創造 

 

（４）大学生（空き家を改修したシェアハウス） 

大学進学を機に足立区に引越し、千住地域の空き家を改修したシェアハウスに入居す

る。大学に通いながら、シェアハウスの共同スペースを使ってアートイベント活動を始め

る。 

 

◆施策の方向 

・若年世帯向けの住宅供給 

・拠点開発に伴う多様な住宅供給 

・多様な居住ニーズに対応した既存ストック活用 

・エリアマネジメントの推進 
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（５）高齢単身世帯（公共住宅） 

長年、公共住宅で生活し、現在は一人暮らし。 

毎日、団地内の福祉拠点を利用しつつ、週に２、３度は大学内のコミュニティリビング

を訪れ大学生と交流する。 

 

◆施策の方向 

・住まいのバリアフリー化 

・福祉施策との連携 

・エリアマネジメントの推進 

・魅力の創造 

・公共住宅の建て替えに伴う地域連携 

・ミクストコミュニティの推進 

 

（６）高齢夫婦世帯（一戸建の二世帯住宅） 

夫婦でこれまで暮らしてきた梅田地域の家が老朽化し、地震・火災があると不安なため、

不燃化特区の制度を活用して二世帯住宅を建てて、子ども世帯と同居する。 

自治会の防災訓練にも参加し、燃え広がらないまちのなかで、安心して暮らす。 

 

◆施策の方向 

・安全安心の住まいづくり 

・住宅地の強靱化 

・地域活動を通じた防災・防犯対策 

・エリアマネジメントの推進 
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４ 成果指標 

 

（基本目標別に成果指標の候補を示す） 

 

（１）住みたい・住み続けたい 足立で多様なライフスタイルを持つひとが活躍する 

成果指標（候補） 現状値 目標値 目標値 成果指標の根拠 

着工住宅に占める延べ床面積 75

㎡以上の住宅の割合 

36.4% 

（H25～H27 年

度の平均） 

36% 

（H32） 

36% 

（H36） 
基本計画 

全住宅に占める延べ床面積 70

㎡以上の住宅の割合 

33.4% 

（H25） 
- - 住宅・土地統計調査 

子育て世帯における誘導居住面

積水準達成率 

28.6% 

（H25） 
- - 住宅・土地統計調査 

 

（２）地域が見守り支えあい 安全・安心に住まう足立のくらしを磨く 

成果指標（候補） 現状値 目標値 目標値 成果指標の根拠 

住宅の耐震化率 
83% 

（H27 年度末） 

95% 

（H32） 

概ね 

達成 
基本計画 

重点的に取り組む密集市街地の

不燃領域率 

58% 

（H27 年度末） 

70% 

（H32） 

72% 

（H36） 
基本計画 

高齢者の居住する住宅の一定の

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率 

41.8% 

（H25） 
- - 住宅・土地統計調査 

最低居住面積水準を達成してい

る世帯の割合 

88.4% 

（H25） 
- - 住宅・土地統計調査 
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（３）区民が足立らしい地域の魅力を発見し 誰もが住みやすいまちを育てる 

成果指標（候補） 現状値 目標値 目標値 成果指標の根拠 

良質な住宅供給と良好な住宅地

の形成に資する足立区防犯設計

タウン認定制度等の認定件数 

48 件 
88 件 

（H32） 

128 件 

（H36） 
基本計画 

着工戸建住宅の長期優良住宅認

定割合 

14.95% 

（H25～H27 年

度の平均） 

18% 22% 基本計画 

 

（４）公共住宅等ストックを資源に 地域に開き連携する足立の新たな活力につなげる 

成果指標（候補） 現状値 目標値 目標値 成果指標の根拠 

全住宅に占める公営住宅の割合 
9.7% 

（H25） 
- - 住宅・土地統計調査 

公共住宅団地（500 戸以上）に

おける、高齢者世帯、障害者世

帯、子育て世帯の支援に資する

施設の併設率 

- - -  
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第 4章 重点プロジェクト 

 

計画期間内で短期的に集中して取り組むことが望ましい事業を重点プロジェクトとし

て位置づけ、地域別の現況と課題を踏まえて、優先的・先行的に取り組む地域を想定して、

事業の内容を示す。 

 

１ 5 地域別の整備方針 

 

（都市計画マスタープランを踏まえて、5 地域別の整備方針を記載） 

 

 

２ 重点プロジェクト 

 

（１）住宅地の強靭化 

住宅の耐震化、不燃化の推進などにより、災害に対する住宅地の強靭化を図るとともに、

地域コミュニティにおける防災活動の充実等を通じて、住環境を含めた総合的な防災性

の向上を図る。 

 

（２）公共用地を活用した拠点づくり 

公共住宅団地の建て替えにあわせて生み出される創出用地に対し、地域の課題を踏ま

えて地域に貢献する機能を誘導し、新たなまちの拠点づくりを進める。 

 

（３）民間活力による魅力ある住宅地づくり 

足立区防犯設計タウン認定制度等の各種制度の活用や、区民による住宅地ガイドブッ

クの作成など、区民や事業者等による良好な住宅地の形成に資する取組みについて情報

提供や表彰制度等を検討することで、民間市場の中で魅力ある住宅地の形成を図る。 

 

（４）既存ストックを活用した住まいづくり 

空き家などの既存ストックを活用して、学生向けの寮やシェアハウス、三世代近居、地

域拠点としての活用等を進め、若年世帯を含めた多様な居住ニーズの受け皿となる住ま

いづくりを促進する。 
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■重点プロジェクトの対象地域（候補） 

5 地域 （１）住宅地

の強靭化 

（２）公共用

地を活用した

拠点づくり 

（３）民間活

力による魅力

ある住宅地づ

くり 

（４）既存ス

トックを活用

した住まいづ

くり 

① 千住 

 
○   ◎ 

② 宮城、新田、江

北、興本、梅田 
○ ◎  ○ 

③ 中央本町、東綾

瀬、中川 
○ ○   

④ 佐野、保塚、花

畑 
 ◎ ○ ○ 

⑤ 竹の塚、西新井、

鹿浜、伊興、舎

人 

 ○ ◎ ○ 
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第 5章 計画の推進に向けて 

 

１ 推進・連携体制 

 

（庁内の推進体制や区民・事業者・関係団体等との連携体制、協創の推進について記載） 

 

２ 進捗管理 

 

（毎年度の事業の進捗管理等について記載） 
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資料編 

 

１ 住生活関連資料 

 

（１）人口・世帯の動向 

①人口、世帯数の推移 

足立区の人口は、平成 27 年時

点で約 67.5 万人、世帯数は約

32.5 万世帯となっており、人口・

世帯ともに平成 17年から大きく

増加している。 

 

 

 

 

 

②年齢別人口の推移 

年齢別人口割合の推移をみる

と、年少人口割合が減少するとと

もに老年人口割合が増加する少

子化・高齢化が進んでおり、平成

27 年の高齢化率は 24.2%となっ

ている。 

特別区部で比較すると、平成

27 年の高齢化率は、北区に次い

で 2 番目に高く、生産年齢人口

割合は特別区部の中で最も低く

なっている。 

 

  

622,640 
631,163 622,270 617,123 624,807 

683,426 
644,448 645,671 

669,143 670,385 674,111 

208,591 
229,974 239,164 250,848 265,925 

314,618 304,148 306,367 317,001 319,486 324,120 

2.97 
2.75 

2.59 
2.45 

2.34 2.15 2.12 2.11 2.11 2.10 2.08 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人口 世帯 1世帯当たり人員

（人、世帯） （人／世帯）

■足立区の人口・世帯数の推移 

資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 23 年以降は特別区の統計 

19.8 15.5 14.0 13.3 12.9 12.3 12.6 12.5 12.4 12.4 12.3 

72.4 
75.2 

74.1 70.7 67.2 
65.4 65.0 64.8 64.7 64.1 63.6 

7.8 9.3 11.9 15.9 19.9 22.2 22.4 22.7 22.9 23.5 24.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H23 H24 H25 H26 H27

年少人口（15歳未満）割合 生産年齢人口（15～64歳）割合 老年人口（65歳以上）割合

（622,640人） （631,163人） （622,270人） （617,123人） （624,807人） （683,426人） （644,448人） （645,671人） （669,143人） （670,385人） （674,111人）

■足立区の年齢別人口割合の推移 

資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 23 年以降は特別区の統計 
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③転入・転出による人口動態 

年齢別に転入・転出の状況をみ

ると、転入・転出ともに 30~34 歳

が最も多く、周辺の市区町村と比

べてみると、荒川区、葛飾区、江

戸川区など近隣の特別区部に対

しては転入超過となっており、草

加市、越谷市、八潮市など鉄道沿

線の市町村に対しては転出超過

となっている。 

 

 

 

 

 

④区民の住み替え意向 

区民の住み替え意向をみると、

全体では「現在の住まいに住み続

けたい」が 61.7%と最も多く、「足

立区内で住み替えたい」の 14.7%

と合わせて、76.4%が足立区に住

み続けることを希望している。一

方、足立区外に住み替えを希望す

る割合は、合わせて 17.6%となっ

ている。 

家族構成別にみると、単身（65

歳未満）や二世代世帯（親と 6 歳

未満の子、6～18 歳未満の子）で、

他に比べて「現在の住まいに住

み続けたい」の割合が少なく、住

み替えを希望する割合が多くな

っている。 

  

61.7

49.0

64.7

57.8

79.4

42.2

51.8

64.0

75.0

69.8

14.7

15.6

11.8

13.6

8.1

25.3

27.7

13.7

7.9

7.9

1.6

2.1

2.9

2.0

0.7

1.2

1.5

1.5

2.6

8.0

7.3

1.5

10.2

3.7

15.7

10.9

8.8

1.3

6.3

1.0

4.2

0.7

1.2

1.2

3.2

6.3

15.6

9.5

2.2

12.0

3.6

5.8

5.3

3.2

0.8

1.0

1.5

0.7

0.7

1.2

1.6

6.0

5.2

17.6

6.1

5.1

2.4

3.6

3.7

7.9

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

単身（65歳未満）

単身（65歳以上）

夫婦のみ（65歳未満）

夫婦のみ（65歳以上）

二世代世帯（親と６歳未満の子）

二世代世帯（親と６～18歳未満の子）

二世代世帯（親と18歳以上の子、夫婦と親）

三世代世帯（親と子と孫）

その他

現在の住まいに住み続けたい 足立区内で住み替えたい

隣接区（葛飾区、墨田区、荒川区、北区）に住み替えたい 都内に住み替えたい

隣接市（八潮市、草加市、川口市）に住み替えたい その他の地域に住み替えたい

住み替え先不明 無回答

■足立区の転入・転出超過者数 

資料：住民基本台帳人口移動報告（平成 26 年） 

■家族構成別の住み替え意向 

資料：足立区 住まいに関するアンケート調査（平成 27 年度） 
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（２）住宅ストックの動向 

①住宅数の推移 

足立区の住宅総数は、平成 25

年時点で空き家を含めて約 36万

戸となっており、特に平成 20 年

から居住世帯のある住宅数が大

きく増加している。 

建て方・所有関係別にみると、

平成 15 年からの 10 年間で、分

譲マンションに相当する持ち家

（共同住宅等）が約 3 万戸、民営

借家が約 2 万戸、一戸建てが約 6

千戸増加している。 

 

②住宅の規模 

住宅全体の規模は微増傾向に

あり、1 住宅あたりの延べ面積は

平成 25 年で 65.54 ㎡となってい

る。 

所有関係別にみると、戸数が大

きく増加した持ち家（一戸建）、

持ち家（共同住宅）、民営借家の

面積は増加しており、特別区部と

比較しても、1 住宅あたりの延べ

面積は特別区部平均（61.02 ㎡）

を上回っている。 

 

③新築住宅 

新築住宅は、総数が年間 5,000

～7,000 戸程度で推移している。

戸あたり床面積は、全体としてほ

ぼ横ばいとなっており、持ち家で

は平成 24 年度に 115.69 ㎡とな

っている。 

  

68.97 66.01 

116.02 115.69 

46.81 
41.05 

91.85 89.13 

0

20
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140

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

全体 持ち家 貸家 分譲住宅

（㎡）

65.04 64.43 

65.54 

104.71 104.47 106.72

63.72 64.37

65.82

37.85 37.27 40.08

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H15 H20 H25

全体 持ち家（一戸建） 持ち家（共同住宅） 民営借家

（㎡）

64,150 70,680 73,510 74,710 

27,500 
36,870 45,070 

66,190 32,230 
32,100 

29,350 
30,660 

13,520 
16,340 12,460 

19,100 72,450 
77,810 82,570 

97,050 

4,020 

6,210 4,910 

4,340 
275,640 

303,480 310,590 

362,950 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H10 H15 H20 H25

持ち家（一戸建） 持ち家（共同住宅等） 公営借家

UR・公社借家 民営借家 給与住宅

住宅総数（空き家を含む）

（戸）

（219,170 戸） （250,160 戸） （260,210 戸） （316,810 戸）

■足立区の建て方・所有関係別住宅数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

■足立区の所有関係別の 1住宅あたり延べ面積の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

■足立区の新築住宅の 1住宅あたり延べ面積の推移 
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④空き家等の状況 

平成 27 年度に、戸建て住宅等

約 10万棟を対象として実施した

調査では、区内の戸建て住宅等の

空き家数は 2,353 棟となってお

り、地域別にみると、千住地域が

空き家棟数、空き家率ともに最も

多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

（３）住環境の状況 

①公園面積 

足立区は、区立の都市公園面積

及び、都市公園以外の区立公園面

積（児童遊園面積）が特別区部で

最も広くなっている。また、区民

1 人当たりの公園面積は、4.7 ㎡

/人となっている。 

 

 

 

 

②子育て環境 

足立区の保育定員数は、平成

26 年現在 12,810 人となってい

る。待機児童数は、平成 27 年に

322 人と、平成 26 年に比べてや

や減少したものの、ここ数年は横

ばいの状態が続いており、保育需

要率は増加傾向にある。 
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資料：足立区空き家実態調査（平成 27 年度） 

■足立区の空き家の状況 
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資料：足立区待機児童解消アクション・プラン 

■足立区の保育需要率と待機児童数の推移 
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③町会・自治会加入率 

足立区の町会・自治会加入率は

年々減少しており、平成 27 年度

で 56.0%と、10 年前の平成 18 年

度の 61.4%に比べて 5 ポイント

以上減少している。 

 

 

 

④住環境の満足度 

区民からみた住まいと住まい

の周りの環境についての総合的

な満足度（「満足」と「まあ満足」

の合計）は 71.9%となっており、

夫婦のみ（65 歳未満）や二世代

世帯（親と 6 歳未満の子、6～18

歳未満の子）の満足度が高くなっ

ている。 
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■町会・自治会加入率 

資料：地域のちから推進部地域調整課 

■家族構成別の住まいと住まいの周りの環境についての総合的な満足度 

資料：足立区 住まいに関するアンケート調査（平成 27 年度） 
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（４）防災・防犯の状況 

①災害時の危険度 

東京都が公表した地震に関す

る地域危険度をみると、千住柳町

が火災危険度で 1 位、総合危険

度で 2 位となるなど、千住地域

や関原地域を中心に災害時の危

険度が高いと判定された地域が

存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

②侵入窃盗の発生件数 

刑法犯認知件数は年々減少し

ており、侵入窃盗についても平成

26 年で 351 件と、ピークであっ

た平成 20 年の約 4 割まで減少し

ている。人口あたりの発生率も減

少傾向にあり、平成 26 年で人口

1,000 人あたり 0.52 件となって

いる。 
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■足立区の総合危険度 

資料：東京都 地震に関する地域危険度測定調査（第 7 回）(平成 25 年 9 月公表) 

■足立区の進入窃盗の発生状況 

資料：東京都の自治体別刑法犯発生状況（警視庁） 
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（５）公共住宅等の状況 

①都営住宅が特別区部で最多 

足立区の公的賃貸住宅は、建て

替え等に伴い戸数が減少してい

るものの、住宅総数に占める割合

は 13.4%と特別区部で 3 番目に

高く、なかでも都営住宅が

30,773 戸と特別区部で最多とな

っている。 

 

 

②都営住宅 

都営住宅の建設時期をみると、

今後建て替え時期を迎える昭和

40 年代に建設されたものが約

400 棟、約 17,000 戸と大部分を

占めている。 

 

 

 

 

 

③区営住宅・シルバーピア 

平成 27 年 4 月 1 日現在、区が

管理を行っている区営住宅は

482 戸、借り上げを行っているシ

ルバーピアは 198戸となってい

る。 

区営住宅の入居者の年齢をみ

ると、 65 歳以上の高齢者が

34.5%を占めている。また、生活

保護を受給している世帯の割合

が高く、一般の区営住宅では

13.5%、シルバーピアでは 40.9%

となっている。  
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■特別区部の都営住宅数（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

資料：特別区の統計（平成 26 年度版） 

■足立区内の建設年度別の都営住宅棟数・戸数（平成 26 年 3月 31 日現在） 

資料：東京都営住宅一覧（東京都） 

■区営住宅の入居者の年齢（平成 27 年 4月 1日現在） 

資料：住宅課 

■区営住宅・シルバーピアの生活保護世帯率（平成 27 年現在） 

資料：住宅課 
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④サービス付き高齢者向け住宅 

サービス付き高齢者向け住宅

の戸数は、平成 28 年現在 1,659

戸となっており、高齢者人口に対

する割合は 1.02%となっている。

この割合は、都平均の約 3 倍と

なっており、戸数も特別区部で最

も多くなっている。 
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■特別区部のサービス付き高齢者向け住宅戸数（平成 28 年 2月 1日現在） 

資料：サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム 
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（６）17 地区の現状 

区民にとってなじみのある生活圏の単位として、区内を 17 地区に区分し、それぞれの

地区の特徴をレーダーチャートを用いて整理する。 

 

足立区 千住 

  

宮城 新田 

  

江北 興本 
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梅田 中央本町 

  

東綾瀬 中川 

  

佐野 保塚 

  

 

  



- 43 - 

 

 

２ これまでの取り組みの総括 

 

現在の足立区住宅マスタープランに基づく取り組み成果について、計画の目標・基本方

針別に進捗状況を整理する。 

 

（１）多様な居住ニーズに対応すること 

①多様な選択肢のある住宅市場の形成 

ファミリー向けの広い住宅が増加し、区民の通勤・通学や買い物・施設の利便性に対す

る満足度が高くなっている。 

一方、生産年齢人口割合が低下し、単身世帯や親子世帯の区内の定住意向が低くなって

いる。 

 

②公共住宅団地の建替えや再生による住宅供給の促進 

公共住宅の偏在がやや緩和し、大規模団地の建替えに併せて生活利便施設の整備が行

われた。 

一方、公共住宅が立地する地区の高齢化率が上昇し、区営住宅の高齢化率が 34.5%、大

規模 UR 賃貸住宅団地のある地区の高齢化率が 32.4％などとなっている。 

 

③望む住宅が容易に取得・賃借できる仕組みづくり 

住居費が安い水準で推移し、地価や分譲マンションの価格が特別区部で最も安く、民間

賃貸住宅の家賃は特別区で 2 番目に安くなっている。 

一方、住宅に関する情報があふれ、正しい情報の主取捨選択が求められており、また区

民と区外住民の足立区に対するイメージの差が大きくなっている。 

 

 

（２）暮らしの安全・安心を支えること 

①誰もが安心して暮らせる住環境の実現 

公共住宅が充実しており、高齢者向け住宅が増加している。 

一方、高齢化率、高齢者のいる世帯の割合ともに特別区で 2 番目に高くなっており、最

低居住面積水準を依然として達成していない世帯が存在する。 

 

②防犯・防災性の向上 

住宅の耐震化が進展し、侵入窃盗の発生件数もピーク時の約 4 割まで減少している。 

一方、災害時に危険な地区が残っており、区民の満足度も低くなっている。 
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③安心を支える地域コミュニティの形成 

防災や防犯に対する区民の意識が高くなっている。 

一方、町会・自治会加入率が減少し、平成 18 年度に 61.4%であったものが、平成 27 年

度には 56.0%となっている。 

 

 

（３）暮らしの快適性を確保すること 

①民間住宅市場の整備 

10 年間で戸建てが約 6 千戸、分譲マンションが約 3 万戸、民営借家が約 2 万戸増加し、

広い住宅の供給が続いている(近年の新築住宅は、持ち家 120 ㎡前後、貸家 45 ㎡前後)。 

一方、木造賃貸住宅の更新が進んでおらず、また環境整備基準を順守しないワンルーム

マンションの供給が増加している。 

 

②住環境の快適性の向上 

自然とのふれあいの場や子どもの遊び場などが維持されており、公園面積が特別区部

で最も広くなっている。また、景観に対する区民の評価が上昇している。 

 

③施策の担い手としての民間事業者と区民の育成 

足立区に対して誇りを持っている区民は約半数まで増加し、足立区に愛着を持ってい

る区民は約 76%に増加している。 

一方、修繕計画がないなど管理不全の分譲マンションが存在しており、昭和 57 年以前

建築のうち、長期修繕計画がないマンションが約 4 割となっている。 

 


